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免許・資格一覧 /クレーン届出・検査
業務内容 区分 資格種類 該当機械

高所作業車運転業務 作業床高さ10m以上 技能講習

スカイマスター
スーパーデッキ
道路橋梁点検車
テーブルリフト

作業床高さ2m以上10m未満 特別教育 ブームリフト など
車両系建設機械

(整地・運搬・積込み及び掘削用)
運転業務

機体質量3t以上 技能講習
掘削機

ブルトーザー
タイヤショベル

機体質量3t未満 特別教育 モーターグレーダ など
車両系建設機械

(解体用)運転業務
機体質量3t以上 技能講習 ブレーカー付掘削機など機体質量3t未満 特別教育

車両系建設機械
(基礎工事用)運転業務

機体質量3t以上 技能講習 バイブロ付掘削機 など機体質量3t未満 特別教育
車両系建設機械

(縦固め用)運転業務 重量無制限 特別教育 ローラー全機種

不整地運搬車運転業務 最大積載量1t以上 技能講習 キャリヤダンプ など最大積載量1t未満 特別教育
フォークリフト運転業務 最大積載量1t以上 技能講習 フォークリフト最大積載量1t未満 特別教育

※A　設置期間が60日未満は不要	
※B　機械所有者が行う	

規則分類 クレーン 移動式クレーン デリック エレベーター 建設用リフト

能力
吊上げ荷重 0.5ｔ未満 3ｔ未満 3ｔ以上 0.5ｔ未満 3ｔ未満 3ｔ以上 0.5ｔ未満 2ｔ未満 2ｔ以上
積載荷重 0.25ｔ未満 1ｔ未満 1ｔ以上 0.25ｔ未満
ガイドレール

高さ 18ｍ未満 18ｍ以上
適用除外 ○ ○ ○ ○ ○

設置時

設置届 ○ ○ ○ ○
落成検査(過荷重) ○ ○ ○ ○
設置報告 ○ ○(※B） ○(※A） ○
荷重試験(過荷重) ○ ○ ○ ○
組立・解体等
の作業指揮者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

検査証
有効期間 2年 2年 2年 1年 廃止まで
性能検査

(定格荷重) ○ ○ ○ ○

定期
自主検査
・点検

年次検査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
年次検査

(定格荷重) ○ ○ ○ ○ ○ ○
月次検査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

作業開始前の点検 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
暴風後等の点検 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

変更
・休止

変更届 ○ ○ ○ ○ ○
変更検査 ○ ○ ○ ○ ○
休止の報告 ○ ○ ○ ○
使用再開検査 ○ ○ ○ ○

廃止 検査証の返還 ○ ○ ○ ○ ○

報告
事故報告

(労働安全衛生
規則第96条)

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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　　　免許・資格種類

クレーンの種別
( 業務内容 )

クリーン・デリック 移動式クレーン

クレーン・
デリック
運転士免許

クレーン・デリック
運転士免許 床上操作式

クレーン
運転技能講習

クレーン運転
業務の

特別教育

移動式クレーン
運転士免許

小型移動式
クレーン

運転技能講習

移動式クレーン
の運転の

業務特別教育クレーン限定 床上運転式
クレーン限定

クレーン
( 無線操作式含む )

5t 以上

○ ○

床上運転式
クレーン ※1 ○ ○ ○

床上運転式
クレーン ※ 2 ○ ○ ○ ○

跨 ( こ ) 線
テルハ ○ ○ ○ ○ ○

クレーン 0.5t 以上
5t 未満 ○ ○ ○ ○ ○

移動式
クレーン

5t 以上 ○
1t 以上
5t 未満 ○ ○

0.5t 以上
1t 未満 ○ ○ ○

デリック
5t 未満 ○

0.5t 以上
5t 未満 ○

玉掛け業務 1t 以上
1t 未満 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

建設用リフト 250kg 以上 ※ 3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　　　免許・資格種類

クレーンの種別
( 業務内容 )

デリック 玉掛け 建設用リフト

クレーン・
デリックの

運転士免許 ※ 4

デリック運転の
業務特別教育

玉掛け
技能講習

玉掛け業務の
特別教育

建設用リフトの
運転の

業務特別教育

クレーン
( 無線操作式含む )

5t 以上

○

床上運転式
クレーン ※1 ○

床上運転式
クレーン ※ 2 ○

跨 ( こ ) 線
テルハ ○

クレーン 0.5t 以上
5t 未満 ○

移動式
クレーン

5t 以上
1t 以上
5t 未満

0.5t 以上
1t 未満

デリック
5t 未満 ○

0.5t 以上
5t 未満 ○ ○

玉掛け業務 1t 以上 ○
1t 未満 ○ ○ ○ ○

建設用リフト 250kg 以上 ※ 3 ○ ○ ○ ○

※1: 床上運転式クレーン
: 床上で運転し、運転者がクレー
ンの走行とともに移動するク
レーンです。
※2: 床上操作式クレーン
: 床上で運転し、かつ、運転者
がつり荷の移動とともに移動す
るクレーンです。
※3
: 積載荷量 250kg 以上で昇降路
高さ10m以上の建設用リフト
の運転。
※4
:改正前のデリック運転士免許は
そのまま(旧 )デリック運転士
免許となります。

業務内容 資格種類 該当機械
巻上げ機の運転業務 特別教育 ベビーウィンチ など

アーク溶接業務 特別教育 ウェルダー・抵抗機 など
研削といしの取替業務・試運転業務 特別教育 ディスクグラインダー など

チェンソー取扱業務 特別教育 チェンソー など
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労働安全衛生規則抜粋
労働省安全衛生部監修

労働安全衛生規則令和 2 年版より

第 3章　型わく支保工
第 1節　材料等

（材料）

第237条　事業者は、型わく支保工の材料については、

著しい損傷、変形又は腐食があるものを使用してはな

らない。

（主要な部分の鋼材）

第238条　事業者は、型わく支保工に使用する支柱、は

り又ははりの支持物の主要な部分の鋼材については、

日本産業規格G3101（一般構造用圧延鋼材）、日本産業

規格G3106（溶接構造用圧延鋼材）、日本産業規格G3444

（一般構造用炭素鋼鋼管）若しくは日本工業規格G3350

（建築構造用冷間成形軽量形鋼）に定める規格に適合す

るもの又は日本産業規格Z2241（金属材料引張試験方

法）に定める方法による試験において、引張強さの値

が 1 平方ミリメートルにつき34kg以上で、かつ、伸び

が次の表の上欄に掲げる鋼材の種類及び同表の中欄に

掲げる引張強さの値に応じ、それぞれ同表の下欄に掲

げる値となるものでなければ、使用してはならない。

鋼材の種類 引張強さ（単位1㎟につきkg） 伸び（単位％）

鋼　　管

34以上41未満 25以上

41以上50未満 20以上

　　　50以上 10以上

鋼板、形鋼、
平鋼⼜は軽量
形鋼

34以上41未満 21以上

41以上50未満 16以上

50以上60未満 12以上

　　　60以上 8以上

棒　　鋼

34以上41未満 25以上

41以上50未満 20以上

　　　50以上 18以上

（型わく支保工の構造）

第239条　事業者は、型わく支保工については、型わく

の形状、コンクリートの打設の方法等に応じた堅固な

構造のものでなければ、使用してはならない。

第 2節　組立て等の場合の措置
（組立図）

第240条　事業者は、型わく支保工を組み立てるとき

は、組立図を作成し、かつ、当該組立図により　組み

立てなければならない。

2　前項の組立図は、支柱、はり、つなぎ、筋かい等の

部材の配置、接合の方法及び寸法が示されているもの

でなければならない。

3　第 1 項の組立図に係る型枠支保工の設計は、次に定

めるところによらなければならない。

　1）支柱、はり又ははりの支持物（以下この条におい

て「支柱等」という。） が組み合わされた構造のもの

でないときは、設計荷重（型枠支保工が支える物の

重量に相当する荷重に、型枠1㎡につき150kg以上の

荷重を加えた荷重をいう。以下この条において同

じ。） により当該支柱等に生ずる応力の値が当該支

柱等の材料の許容応力の値を超えないこと。

　2）支柱等が組み合わされた構造のものであるとき

は、設計荷重が当該支柱等を製造した者の指定する

最大使用荷重を超えないこと。

　3）鋼管枠を支柱として用いるものであるときは、当

該型枠支保工の上端に、設計荷重の100分の2.5に相

当する水平方向の荷重が作用しても安全な構造のも

のとすること。

　4）鋼管枠以外のものを支柱として用いるものである

ときは、当該型枠支保工の上端に、設計荷重の100分

の 5 に相当する水平方向の荷重が作用しても安全な

構造のものとすること。

（許容応力の値）

第241条　前条第 3 項第 1 号の材料の許容応力の値は、

次に定めるところによる。

　1）鋼材の許容曲げ応力及び許容圧縮応力の値は、当

該鋼材の降状強さの値又は引張強さの値の4分の3の

値のうち、いずれか小さい値の3分の2の値以下とす

ること。

　2）鋼材の許容せん断応力の値は、当該鋼材の降状強

さの値又は引張強さの値の4分の3の値のうちいずれ

か小さい値の100分の38の値以下とすること。

　3）鋼材の許容座屈応力の値は、次の式により計算を

行って得た値以下とすること。



    202

関連資料・法規

Rental Guide
INDEX

台車・
コンテナ

アルミ製
作業台・
梯子・脚立

高所作業車

高所作業台

照明器具

機械工具

枠組足場・
単管足場・
足場副資材

保安器具

備品・倉庫

発電機

協力業者
商品①

関連資料・
法規

機材のお問い合わせは…TEL：03-6774-7651 FAX：03-6699-7276

協力業者
商品②

322

関連資料・法規

保安・
車両用資材

地下工事
資材

基礎躯体用
資材

枠組足場

足場副資材

鋼管・足場板・
緊結金具

墜落・落下・
飛来養生資材

鉄骨建方用
資材

鉄筋
コンクリート用

資材支保工

吊治具・
ワイヤー類

PC用資材

端部・段差・
開口養生資材

システム工法・
特殊工法

解体工事用
資材

改修工事用
資材

運搬・
保管用資材

室内足場

照明機器

仮設ハウス・
備品・什器

機械類

関連資料・
法規

事業所案内

ゲート

仮囲い

アルバトロス
AK

υ

l－0.4

Λ

σc＝

i
の場合

i
Λ
F

σc＝ i F

2

≦

Λ
i

の場合>

0.29 i

( )

i
Λ
2

( )

　これらの式において、l、i、Λ、σc、υ及びFは、そ

れぞれ次の値を表すものとする。

　l　 支柱の長さ（支柱が水平方向の変位を拘束され

ているときは、拘束点間の長さのうちの最大の長さ）

（単位　cm）

　　 　i　 支柱の最小断面二次半径（単位　cm）

　　　Λ　限界細長比＝π2E/0.6F

　　　　ただし、　 　π　円周率

　　　　　　　　　　E 　当該鋼材のヤング係数（単

位 1㎠につきkg）

　　　σc 許容座屈応力の値（単位　1㎠につきkg）

　　　υ安全率＝1.5＋0.57 i
Λ
2

( )

　　　F　 当該鋼材の降状強さの値又は引張強さの値

の4分の3の値のうちいずれか小さい値（単

位　1㎠につき1kg）

　4）木材の繊維方向の許容曲げ応力、許容圧縮応力及

び許容せん断応力の値は、次の表の上欄に掲げる木

材の種類に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる値以

下とすること。

木材の種類
許　容　応　力　の　値
（単位1㎠につきkg）

曲げ 圧縮 せん断

あかまつ、くろまつ、からま
つ、ひば、ひのき、つが、べいま
つ⼜はべいひ

135 120 10.5

すぎ、もみ、えぞまつ、とどま
つ、べいすぎ⼜はべいつが

105 90 7.5

かし 195 135 21

くり、なら、ぶな⼜はけやき 150 105 15

　5）木材の繊維方向の許容座屈応力の値は次の式によ

り計算を行って得た値以下とすること。

　これらの式において、lk、i、fc及びfkは、それぞれ次

の種類を表すものとする。

　lk　 支柱の長さ　（支柱が水平方向の変位を拘束さ

れているときは、拘束点間の長さのうち最大の

長さ）（単位　㎝）

　i 　支柱の最小断面二次半径（単位　㎝）

 fC　許容圧縮応力の値（単位　1㎠につきkg）

 fk　許容座屈応力の値（単位　1㎠につきkg）

（型枠支保工についての措置等）

第242条　事業者は、型枠支保工については、次に定め

るところによらなければならない。

　1）敷角の使用、コンクリートの打設、くいの打込み

等支柱の沈下を防止するための措置を講ずること。

　2）支柱の脚部の固定、根がらみの取付け等支柱の脚

部の滑動を防止するための措置を講ずること。

　3）支柱の継手は、突合せ継手又は差込み継手とする

こと。

　4）鋼材と鋼材との接合部及び交差部は、ボルト、ク

ランプ等の金具を用いて緊結すること。

　5）型枠が曲面のものであるときは、控えの取付け等

当該型枠の浮き上がりを防止するための措置を講ず

ること。

　5-2 H型鋼又はI型鋼（以下この号においてH型鋼等と

いう）を大引き、敷角等の水平材として用いる場合

であって、当該H型鋼等と支柱、ジャッキ等が接続

する箇所に集中荷重が作用することにより、当該H

型鋼等の断面が変形する恐れがあるときは、当該接

続する箇所に補強材を取り付けること。

　6）鋼管（パイプサポートを除く、以下当条において

同じ）を支柱として用いるものにあっては、当該鋼

100の場合≦

2

( )
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管の部分について次に定めるところによること。

　　イ  高さ2m以内毎に水平つなぎを2方向に設け、か

つ水平つなぎの変位を防止すること。

　　ロ  はり又は大引きを上端に載せる時は当該上端

に鋼製の端板を取り付け、はり又は大引きに固

定すること。

　7）　パイプサポートを支柱として用いるものにあっ

ては、当該パイプサポートの部分について次に定め

るところによること。

　　イ  パイプサポートを 3 以上継いで用いないこと。

　　ロ  パイプサポートを継いで用いるときは、4 以上

のボルト又は専用の金具を用いて継ぐこと。

　　ハ  高さが3.5mを超えるときは、前号イに定める措

置を講ずること。

　8）　鋼管枠を支柱として用いるものにあって、当該

鋼管枠の部分について次に定めるところによること。

　　イ  鋼管枠と鋼管枠との間に交差筋かいを設ける

こと。

　　ロ  最上層及び五層以内ごとの箇所において、型枠

支保工の側面並びに枠面の方向及び交差筋か

いの方向における五枠以内ごとの箇所に、水平

つなぎを設け、かつ、水平つなぎの変位を防止

すること。

　　ハ  最上層及び五層以内ごとの箇所において型枠

支保工の枠面の方向における両端及び五枠以

内ごとの箇所に、交差筋かいの方向に布枠を設

けること。

　　ニ  第 6 号ロに定める措置を講ずること。

　9）組立て鋼柱を支柱として用いるものにあっては、

当該組立て鋼柱の部分について次に定めるところに

よること。

　　イ  第 6 号ロに定める措置を講ずること。

　　ロ  高さが4mを超えるときは、高さ4m以内ごとに

水平つなぎを二方向に設け、かつ、水平つなぎ

の変異を防止すること。

　9）-2 H型鋼を支柱として用いるものにあっては、当

該H型鋼の部分について第 6 号ロに定める措置を講

ずること。

　10） 木材を支柱として用いるものにあっては、当該

木材の部分について次に定めるところによること。

　　イ  第 6 号イに定める措置を講ずること。

　　ロ  木材を継いで用いるときは、2 個以上の添え物

を用いて継ぐこと。

　　ハ  はり又は大引きを上端に載せるときは、添え物

を用いて、当該上端をはり又は大引きに固定す

ること。

　11）はりで構成するものにあっては、次に定めると

ころによること。

　　イ  はりの両端を支持物に固定することにより、は

りの滑動及び脱落を防止すること。

　　ロ  はりとはりとの間につなぎを設けることによ

り、はりの横倒れを防止すること。

（段状の型わく支保工）

第243条　事業者は、敷板、敷角等をはさんで段状に組

み立てる型わく支保工については、前条各号に定める

ところによるほか、次に定めるところによらなければ

ならない。

　1）型わくの形状によりやむを得ない場合を除き、敷

板、敷角等を二段以上はさまないこと。

　2）敷板、敷角等を継いで用いるときは、当該敷板、

敷角等を緊結すること。

　3）支柱は、敷板、敷角等に固定すること。

（コンクリートの打設の作業）

第244条　事業者は、コンクリートの打設の作業を行な

うときは、次に定めるところによらなければならない。

　1） その日の作業を開始する前に当該作業に係る型

わく支保工について点検し、異状を認めたときは、補

修すること。

　2） 作業中に型わく支保工に異状が認められた際に

おける作業中止のための措置をあらかじめ講じてお

くこと。

（型わく支保工の組立て等の作業）

第245条　事業者は、型わく支保工の組立て又は解体の

作業を行なうときは、次の措置を講じなければならな

い。

　1）当該作業を行なう区域には、関係労働者以外の労

働者の立ち入りを禁止すること。

　2）強風、大雨、大雪等の悪天候のため、作業の実施

について危険が予想されるときは、当該作業に労働
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者を従事させないこと。

　3）材料、器具又は工具を上げ、又はおろすときは、

つり綱、つり袋等を労働者に使用させること。

（型枠支保工の組立て等作業主任者の選任）

第246条　事業者は令第 6条第14号の作業について、型

わく支保工の組立て等作業主任者技能講習を修了した

者のうちから、型枠支保工の組立て等作業主任者を選

任しなければならない。

　［令］�第 6条第14号　型枠支保工（支柱、はり、つ

なぎ、筋かい等の部材により構成され、建設物

におけるスラブ、桁等のコンクリートの打設に

用いる型枠を支持する仮設の設備をいう。以下

同じ。）の組立て又は解体の作業。

（型枠支保工の組立て等作業主任者の職務）

第247条　事業者は、型枠支保工の組立て等作業主任者

に、次の事項を行わせなければならない。

　1）作業の方法を決定し、作業を直接指揮すること。

　2）材料の欠点の有無並びに器具及び工具を点検し、

不良品を取り除くこと。

　3）作業中、要求性能墜落制止用器具等及び保護帽の

使用状況を監視すること。

第 9章　墜落、飛来崩壊などによる危険の防止
第 1節　墜落等による危険の防止

（作業床の設置等）

第518条　事業者は高さが2m以上の箇所（作業床の端、

開口部等を除く。）で作業を行なう場合において墜落に

より労働者に危険を及ぼすおそれのあるときは、足場

を組み立てる等の方法により作業床を設けなければな

らない。

2　事業者は、前項の規定により作業床を設けることが

困難なときは、防網を張り、労働者に要求性能墜落制

止用器具を使用させる等、墜落による労働者の危険を

防止するための措置を講じなければならない。

（開口部等の囲い等）

第519条　事業者は、高さが2m以上の作業床の端、開

口部等で墜落により労働者に危険を及ぼすおそれのあ

る箇所には、囲い、手すり、覆い等（以下この条にお

いて「囲い等」という。）を設けなければならない。

2　事業者は、前項の規定により、囲い等を設けること

が著しく困難なとき、又は作業の必要上臨時に囲い等

を取りはずすときは防網を張り、労働者に要求性能墜

落制止用器具を使用させる等、墜落による労働者の危

険を防止する為の措置を講じなければならない。

（要求性能墜落制止用器具の使用）

第520条　労働者は、第518条第 2項及び前条第 2項の

場合において、要求性能墜落制止用器具等の使用を命

じられたときは、これを使用しなければならない。

（要求性能墜落制止用器具等の取付設備等）

第521条　事業者は、高さが2m以上の箇所で作業を行

う場合において、労働者に要求性能墜落制止用器具等

を使用させるときは、要求性能墜落制止用器具等を安

全に取り付けるための設備等を設けなければならない。

2　事業者は、労働者に要求性能墜落制止用器具等を使

用させるときは、要求性能墜落制止用器具等及びその

取付け設備等の異常の有無について、随時点検しなけ

ればならない。

（悪天候時の作業禁止）

第522条　事業者は、高さが2m以上の箇所で作業を行

なう場合において、強風、大雨、大雪等の悪天候のた

め、当該作業の実施について危険が予想されるときは、

当該作業に労働者を従事させてはならない。

（照度の保持）

第523条　事業者は、高さが2m以上の箇所で作業を行

なうときは、当該作業を安全に行なうため必要な照度

を保持しなければならない。

（スレート等の屋根上の危険の防止）

第524条　事業者は、スレート、木毛板等の材料でふか

れた屋根の上で作業を行なう場合において、踏み抜き

により労働者に危険を及ぼすおそれのあるときは、幅

が30㎝以上の歩み板を設け、防網を張る等踏み抜きに

よる労働者の危険を防止するための措置を講じなけれ
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ばならない。

（不用のたて坑等における危険の防止）

第525条　事業者は、不用のたて坑、坑井又は40度以上

の斜坑には、坑口の閉そくその他墜落による労働者の

危険を防止するための設備を設けなければならない。

2　事業者は、不用の坑道又は坑内採掘跡には、さく、

囲いその他通行しや断の設備を設けなければならな

い。

（昇降するための設備の設置等）

第526条　事業者は、高さ又は深さが1.5mをこえる箇

所で作業を行なうときは当該作業に従事する労働者が

安全に昇降するための設備等を設けなければならない。

ただし、安全に昇降するための設備等を設けることが

作業の性質上著しく困難なときは、この限りでない。

2　前項の作業に従事する労働者は、同項本文の規定に

より安全に昇降するための設備等が設けられたとき

は、当該設備等を使用しなければならない。

（移動はしご）

第527条　事業者は、移動はしごについては、次に定め

るところに適合したものでなければ使用してはならな

い。

　1）丈夫な構造とすること。

　2）材料は、著しい損傷、腐食等がないものとするこ

と。

　3）幅は30㎝以上とすること。

　4）すべり止め装置の取付けその他転位を防止するた

めに必要な措置を講ずること。

（脚立（きゃたつ））

第528条　事業者は、脚立については、次に定めるとこ

ろに適合したものでなければ使用してはならない。

　

　1）丈夫な構造とすること。

　2）材料は、著しい損傷、腐食等がないものとするこ

と。

　3）脚と水平面との角度を75度以下とし、かつ、折り

たたみ式のものにあっては、脚と水平面との角度を

確実に保つための金具等を備えること。

　4）踏み面は、作業を安全に行なうため必要な面積を

有すること。

（建築物等の組立て、解体又は変更の作業）

第529条　事業者は、建築物、橋梁（りょう）、足場等

の組立て、解体又は変更の作業（作業主任者を選任し

なければならない作業を除く。）を行なう場合におい

て、墜落により労働者に危険を及ぼすおそれのあると

きは、次の措置を講じなければならない。

　1） 作業を指揮する者を指名して、その者に直接作業

を指揮させること。

　2）あらかじめ、作業の方法及び順序を当該作業に従

事する労働者に周知させること。

（立入禁止）

第530条　事業者は、墜落により労働者に危険を及ぼす

おそれのある箇所に関係労働者以外の労働者を立ち入

らせてはならない。

第 2節　飛来崩壊災害による危険の防止
（地山の崩壊等による危険の防止）

第534条　事業者は、地山の崩壊又は土石の落下により

労働者に危険を及ぼすおそれのあるときは、当該危険

を防止するため、次の措置を講じなければならない。

　1）地山を安全なこう配とし、落下のおそれのある土

石を取り除き、又は擁壁、土止め支保工等を設ける

こと。

　2）地山の崩壊又は土石の落下の原因となる雨水、地

下水等を排除すること。

（落盤等による危険の防止）

第535条　事業者は、坑内における落盤、肌（はだ）落

ち又は側壁の崩壊により労働者に危険を及ぼすおそれ

のあるときは、支保工を設け、浮石を取り除く等当該

危険を防止するための措置を講じなければならない。

（高所からの物体投下による危険の防止）

第536条　事業者は、3m以上の高所から物体を投下す

るときは、適当な投下設備を設け、監視人を置く等労

働者の危険を防止するための措置を講じなければなら

ない。
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2　労働者は、前項の規定による措置が講じられていな

いときは、3m以上の高所から物体を投下してはなら

ない。

（物体の落下による危険の防止）

第537条　事業者は、作業のため物体が落下することに

より、労働者に危険を及ぼすおそれのあるときは、防

網の設備を設け、立入区域を設定する等当該危険を防

止するための措置を講じなければならない。

（物体の飛来による危険の防止）

第538条　事業者は、作業のため物体が飛来することに

より労働者に危険を及ぼすおそれのあるときは、飛来

防止の設備を設け、労働者に保護具を使用させる等当

該危険を防止するための措置を講じなければならない。

（保護帽の着用）

第539条　事業者は、船台の附近、高層建築場等の場所

で、その上方において他の労働者が作業を行なってい

るところにおいて作業を行なうときは、物体の飛来又

は落下による労働者の危険を防止するため、当該作業

に従事する労働者に保護帽を着用させなければならな

い。

2　前項の作業に従事する労働者は、同項の保護帽を着

用しなければならない。

第10章�通路、足場等
第 1節　通路等

（通路）

第540条　事業者は、作業場に通ずる場所及び作業場内

には、労働者が使用するための安全な通路を設け、か

つ、これを常時有効に保持しなければならない。

2　前項の通路で主要なものには、これを保持するた

め、通路であることを示す表示をしなければならない。

（通路の照明）

第541条　事業者は、通路には、正常の通行を妨げない

程度に、採光又は照明の方法を講じなければならない。

ただし、坑道、常時通行の用に供しない地下室等で通

行する労働者に、適当な照明具を所持させるときは、こ

の限りでない。

（屋内に設ける通路）

第542条　事業者は、屋内に設ける通路については、次

に定めるところによらなければならない。

　1）用途に応じた幅を有すること。

　2）通路面は、つまずき、すべり、踏抜等の危険のな

い状態に保持すること。

　3）通路面から高さ1.8m以内に障害物を置かないこ

と。

（機械間等の通路）

第543条　事業者は、機械間又は他の設備との間に設け

る通路については、幅80㎝以上のものとしなければな

らない。

（作業場の床面）

第544条　事業者は、作業場の床面については、つまず

き、すべり等の危険のないものとし、かつ、これを安

全な状態に保持しなければならない。

（作業踏台）

第545条　事業者は、旋盤、ロール機等の機械が、常時

当該機械に係る作業に従事する労働者の身長に比べて、

不適当に高いときは、安全で、かつ、適当な高さの作

業踏台を設けなければならない。

（危険物等の作業場等）

第546条　事業者は、危険物その他爆発性若しくは発火

性の物の製造又は取扱いをする作業場及び当該作業場

を有する建築物の避難階（直接地上に通ずる出入口の

ある階をいう。以下同じ）には、非常の場合に容易に

地上の安全な場所に避難することができる二以上の出

入口を設けなければならない。

2　前項の出入口に設ける戸は、引戸又は外開戸でなけ

ればならない。

（避難階段等の設置等）

第547条　事業者は、前条の作業場を有する建築物の避

難階以外の階については、その階から避難階又は地上

に通ずる二以上の直通階段又は傾斜路を設けなければ
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ならない。この場合において、それらのうちの 1 につ

いては、すべり台、避難用はしご、避難用タラップ等

の避難用器具をもつて代えることができる。

2　前項の直通階段又は傾斜路のうち 1 は、屋外に設け

られたものでなければならない。ただし、すべり台、

避難用はしご、避難用タラップ等の避難用器具が設け

られているときは、この限りでない。

（自動警報設備等）

第548条　事業者は、第546条第 1 項の作業場又は常時

50人以上の労働者が就業する屋内作業場には、非常の

場合に関係労働者にこれをすみやかに知らせるための

自動警報設備、非常ベル等の警報用の設備又は携帯用

拡声器、手動式サイレン等の警報用の器具を備えなけ

ればならない。

（避難用の出入口等の表示等）

第549条　事業者は、常時使用しない避難用の出入口、

通路又は避難用器具については、避難用である旨の表

示をし、かつ、容易に利用することができるように保

持しておかなければならない。

2　第546条第 2 項の規定は、前項の出入口又は通路に

設ける戸について準用する。

（通路と交わる軌道）

第550条　事業者は、通路と交わる軌道で車両を使用す

るときは、監視人を配置し、又は警鈴を鳴らす等適当

な措置を講じなければならない。

（架設通路）

第552条　事業者は、架設通路については、次に定める

ところに適合したものでなければ使用してはならない。

　1）丈夫な構造とすること。

　2）勾配は、30度以下とすること。ただし、階段を設

けたもの又は高さが2m未満で丈夫な手掛を設けた

ものはこの限りでない。

　3）勾配が15度を超えるものには、踏桟その他の滑止

めを設けること。

　4）墜落の危険のある箇所には、次に掲げる設備（丈

夫な構造の設備であって、たわみが生ずるおそれが

なく、かつ、著しい損傷、変形又は腐食がないもの

に限る）を設けること。

　　イ  高さ85㎝以上の手すり又はこれと同等以上の

機能を有する設備（以下「手すり等」という。）

　　ロ  高さ35㎝以上50㎝以下の桟又はこれと同等以

上の機能を有する設備（以下「中さん等」とい

う。）

　5）たて坑内の架設通路でその長さが15m以上である

ものは、10m以内ごとに踊場を設けること。

　6）建設工事に使用する高さ8m以上の登り桟橋には、

7m以内ごとに踊場を設けること。

2　前項第 4 号の規定は、作業の必要上臨時に手すり等

又は中桟等を取り外す場合において、次の措置を講じ

たときは、適用しない。

　1） 要求性能墜落制止用器具を安全に取り付けるた

めの設備等を設け、かつ、労働者に要求性能墜落制

止用器具を使用させる措置又はこれと同等以上の効

果を有する措置を、講ずること。　

　2）前号の措置を講ずる箇所には、関係労働者以外の

労働者を立ち入らせないこと。

3　事業者は、前項の規定により作業の必要上臨時に手

すり等又は中桟等を取り外したときは、その必要がな

くなった後、直ちにこれらの設備を原状に復さなけれ

ばならない。

4　労働者は、第 2 項の場合において要求性能墜落制止

用器具の使用を命じられたときは、これを使用しなけ

ればならない。

（軌道内等の作業における監視の措置）

第554条　事業者は、軌道上又は軌道に近接した場所で

作業を行なうときは、労働者と当該軌道を運行する車

両とが接触する危険を防止するため、監視装置を設置

し又は監視人を配置しなければならない。

（保線作業等における照度の保持）

第555条　事業者は、軌道の保線の作業又は軌道を運行

する車両の入れ換え、連結若しくは解放の作業を行な

うときは、当該作業を安全に行なうため必要な照度を

保持しなければならない。

（はしご道）

第556条　事業者は、はしご道については、次に定める
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ところに適合したものでなければ使用してはならない。

　1）丈夫な構造とすること。

　2）踏さんを等間隔に設けること。

　3）踏さんと壁との間に適当な間隔を保たせること。

　4）はしごの転位防止のための措置を講ずること。

　5）はしごの上端を床から60㎝以上突出させること。

（安全靴等の使用）

第558条　事業者は、作業中の労働者に、通路等の構造

又は当該作業の状態に応じて、安全靴その他の適当な

履（はき）物を定め、当該履物を使用させなければな

らない。

2　前項の労働者は、同項の規定により定められた履物

の使用を命じられたときは、当該履物を使用しなけれ

ばならない。

第 2節　足場
第 1款　材料等

（材料等）

第559条　事業者は、足場の材料については、著しい損

傷、変形又は腐食のあるものを使用してはならない。

2　事業者は、足場に使用する木材については、強度上

の著しい欠点となる割れ、虫食い、節、繊維の傾斜等

がなく、かつ、木皮を取り除いたものでなければ、使

用してはならない。

（鋼管足場に使用する鋼管等）

第560条　事業者は、鋼管足場に使用する鋼管のうち、

令別表第 8第 1号から第 3号までに掲げる部材に係る

もの以外のものについては、日本産業規格A8951（鋼

管足場）に定める単管足場用鋼管の規格（以下「単管

足場用鋼管規格」という。）又は次に定めるところに適

合するものでなければ、使用してはならない。

　1）材質は、引張強さの値が370ニュートン毎㎟以上

であり、かつ、伸びが、次の表の上欄に掲げる引張

強さの値に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる値と

なるものであること。

引張強さ（単位N /㎟） 伸び（単位 ％）

370以上390未満 25以上

390以上500未満 20以上

500以上 10以上

　2）肉厚は、外径の31分の1以上であること。

2　事業者は、鋼管足場に使用する附属金具のうち、令

別表第八 8第 2号から第 7号までに掲げる附属金具

以外のものについては、その材質（衝撃を受けるおそ

れのない部分に使用する部品の材質を除く。）が、圧

延鋼材、鍛鋼品又は鋳鋼品であるものでなければ、使

用してはならない。

（構造）

第561条　事業者は、足場については、丈夫な構造のも

のでなければ、使用してはならない。

（最大積載荷重）

第562条　事業者は、足場の構造及び材料に応じて、作

業床の最大積載荷重を定め、かつ、これを超えて積載

してはならない。

2　前項の作業床の最大積載荷重は、つり足場（ゴンド

ラのつり足場を除く。以下この節において同じ。）に

あっては、つりワイヤロープ及びつり鋼線の安全係数

が10以上、つり鎖及びつりフックの安全係数が 5以上

並びにつり鋼帯並びにつり足場の下部及び上部の支

点の安全係数が鋼材にあっては2.5以上、木材にあっ

ては 5以上となるように、定めなければならない。

3　事業者は、第 1項の最大積載荷重を労働者に周知さ

せなければならない。

（作業床）

第563条　事業者は、足場（一側足場を除く。第 3号に

おいて同じ。）における高さ2m以上の作業場所には、次

に定めるところにより、作業床を設けなければならな

い。

　1）床材は、支点間隔及び作業時の荷重に応じて計算

した曲げ応力の値が、次の表の上欄に掲げる木材の

種類に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる許容曲げ

応力の値を超えないこと。
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木材の種類
許容曲げ応力
（単位kg/cm）

あかまつ、くろまつ、からまつ、ひば、ひ
のき、つが、べいまつ⼜はべいひ

135

すぎ、もみ、えぞまつ、とどまつ、べいす
ぎ⼜はべいつが

105

かし 195

くり、なら、ぶな⼜はけやき 150

アビトン⼜はカポールをフェノール樹
脂により接着した合板

165

　2）つり足場の場合を除き、幅、床材間の隙間及び床

材と建地との隙間は、次に定めるところによること。

　　イ 幅は、40cm以上とすること。

　　ロ 床材間の隙間は、3cm以下とすること。

　　ハ 床材と建地との隙間は、12cm未満とすること。

　3）墜落により労働者に危険を及ぼすおそれのある箇

所には、次に掲げる足場の種類に応じて、それぞれ

次に掲げる設備（丈夫な構造の設備であって、たわ

みが生ずるおそれがなく、かつ、著しい損傷、変形

又は腐食がないものに限る。以下「足場用墜落防止

設備」という。）を設けること。

　　イ  わく組足場（妻面に係る部分を除く。ロにおい

て同じ。） 次のいずれかの設備

（1） 交さ筋かい及び高さ15cm以上40cm以下の桟若し

くは高さ15cm以上の幅木又はこれらと同等以上

の機能を有する設備

（2）手すりわく

　　ロ わく組足場以外の足場　手すり等及び中桟等

　4）腕木、布、はり、脚立その他作業床の支持物は、

これにかかる荷重によって破壊するおそれのないも

のを使用すること。

　5）つり足場の場合を除き、床材は、転位し、又は脱

落しないように二以上の支持物に取り付けること。

　6）作業のため物体が落下することにより、労働者に

危険を及ぼすおそれのあるときは、高さ10cm以上の

幅木、メッシュシート若しくは防網又はこれらと同

等以上の機能を有する設備（以下「幅木等」とい

う。）を設けること。ただし、第三号の規定に基づき

設けた設備が幅木等と同等以上の機能を有する場合

又は作業の性質上幅木等を設けることが著しく困難

な場合若しくは作業の必要上臨時に幅木等を取り外

す場合において、立入区域を設定したときは、この

限りでない。

2　前項第 2 号ハの規定は、次の各号のいずれかに該当

する場合であって、床材と建地との隙間が12㎝以上の

箇所に防網を張る等墜落による労働者の危険を防止

するための措置を講じたときは、適用しない。

　1） はり間方向における建地と床材の両端との隙間

の和が24cm未満の場合

　2） はり間方向における建地と床材の両端との隙間

の和を24cm未満とすることが作業の性質上困難な

場合

3　第 1 項第 3 号の規定は、作業の性質上足場用墜落防

止設備を設けることが著しく困難な場合又は作業の

必要上臨時に足場用墜落防止設備を取り外す場合に

おいて、次の措置を講じたときは、適用しない。

　1）要求性能墜落制止用器具を安全に取り付けるため

の設備等を設け、かつ、労働者に要求性能墜落制止

用器具を使用させる措置又はこれと同等以上の効果

を有する措置を講ずること。

　2）前号の措置を講ずる箇所には、関係労働者以外の

労働者を立ち入らせないこと。　

4　第 1 項第 5 号の規定は、次の各号のいずれかに該当

するときは、適用しない。

　1）幅が20cm以上、厚さが3.5cm以上、長さが3.6m以

上の板を床材として用い、これを作業に応じて移動

させる場合で、次の措置を講ずるとき。

　　イ 足場板は、 3 以上の支持物に掛け渡すこと。

　　ロ  足場板の支点からの突出部の長さは、10cm以

上とし、かつ、労働者が当該突出部に足を掛け

るおそれのない場合を除き、足場板の長さの

1/18以下とすること。

　　ハ  足場板を長手方向に重ねるときは、支点の上で

重ね、その重ねた部分の長さは、20㎝以上とす

ること。

　　二  幅が30cm以上、厚さが6cm以上、長さが4m以

上の板を床材として用い、かつ、前号ロ及びハ

に定める措置を講ずるとき。

5　事業者は、第 3 項の規定により作業の必要上臨時に

足場用墜落防止設備を取り外したときは、その必要が

なくなった後、直ちに当該設備を原状に復さなければ

ならない。

6　労働者は、第 3 項の場合において、要求性能墜落制
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止用器具の使用を命じられたときは、これを使用しな

ければならない。

第 2款　足場の組立て等における危険の防止

（足場の組立て等の作業）

第564条　事業者は、つり足場、張出し足場又は高さが

2m以上の構造の足場の組立て、解体又は変更の作業を

行うときは、次の措置を講じなければならない。

　1）組立て、解体又は変更の時期、範囲及び順序を当

該作業に従事する労働者に周知させること。

　2）組立て、解体又は変更の作業を行う区域内には、

関係労働者以外の労働者の立入りを禁止すること。

　3）強風、大雨、大雪等の悪天候のため、作業の実施

について危険が予想されるときは、作業を中止する

こと。

　4）足場材の緊結、取り外し、受渡し等の作業にあっ

ては、墜落による労働者の危険を防止するため、次

の措置を講ずること。

　　イ  幅40cm以上の作業床を設けること。ただし、当

該作業床を設けることが困難なときは、この限

りでない。

　　ロ  要求性能墜落制止用器具を安全に取り付ける

ための設備等を設け、かつ労働者に要求性能墜

落制止用器具を使用させる措置を講ずること。

ただし当該措置と同等以上の効果を有する措

置を講じたときはこの限りでない。

　5）材料、器具、工具等を上げ、又は下ろすときは、

つり綱、つり袋等を労働者に使用させること。ただ

し、これらの物の落下により労働者に危険を及ぼす

おそれがないときは、この限りでない。

2　労働者は、前項第 4 号に規定する作業を行う場合に

おいて要求性能墜落制止用器具の使用を命ぜられた

ときは、これを使用しなければならない。

［令］第 6 条第15号　つり足場（ゴンドラのつり足場を

除く。以下同じ。）、張出し足場又は高さが5m以上の構

造の足場の組立て、解体又は変更の作業

（足場の組立て等作業主任者の選任）

第565条　事業者は、令第 6 条第15号の作業について

は、足場の組立て等作業主任者技能講習を修了した者

のうちから、足場の組立て等作業主任者を選任しなけ

ればならない。

［令］第 6 条第15号　つり足場（ゴンドラのつり足場を

除く。以下同じ。）、張出し足場又は高さが5m以上の構

造の足場の組立て、解体又は変更の作業

（足場の組立て等作業主任者の職務）

第566条 事業者は、足場の組立て等作業主任者に、次

の事項を行わせなければならない。ただし、解体の作

業のときは、第 1 号の規定は、適用しない。

　1）材料の欠点の有無を点検し、不良品を取り除くこ

と。

　2）器具、工具、要求性能墜落制止用器具及び保護帽

の機能を点検し、不良品を取り除くこと。

　3）作業の方法及び労働者の配置を決定し、作業の進

行状況を監視すること。

　4） 要求性能墜落制止用器具及び保護帽の使用状況

を監視すること。

（点検）

第567条　事業者は、足場（つり足場を除く。）におけ

る作業を行うときは、その日の作業を開始する前に、作

業を行う箇所に設けた足場用墜落防止設備の取り外し

及び脱落の有無について点検し、異常を認めたときは、

直ちに補修しなければならない。

2　事業者は、強風、大雨、大雪等の悪天候若しくは中

震以上の地震又は足場の組立て、一部解体若しくは変

更の後において、足場における作業を行うときは、作

業を開始する前に、次の事項について、点検し、異常

を認めたときは、直ちに補修しなければならない。

　1）床材の損傷、取付け及び掛渡しの状態

　2）建地、布、腕木等の緊結部、接続部及び取付部の

緩みの状態

　3）緊結材及び緊結金具の損傷及び腐食の状態

　4）足場用墜落防止設備の取り外し及び脱落の有無

　5）幅木等の取付状態及び取り外しの有無

　6）脚部の沈下及び滑動の状態

　7）筋かい、控え、壁つなぎ等の補強材の取付状態及

び取り外しの有無

　8）建地、布及び腕木の損傷の有無
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　9）突りようと、つり索との取付部の状態及びつり装

置の歯止めの機能

3　事業者は、前項の点検を行つたときは、次の事項を

記録し、足場を使用する作業を行う仕事が終了するま

での間、これを保存しなければならない。

　1）当該点検の結果

　2） 前号の結果に基づいて補修等の措置を講じた場

合にあっては、当該措置の内容

（つり足場の点検）

第568条　事業者は、つり足場における作業を行うとき

は、その日の作業を開始する前に、前条第 2 項第 1 号

から第 5 号まで、第 7 号及び第 9 号に掲げる事項につ

いて、点検し、異常を認めたときは、直ちに補修しな

ければならない。

第 4款　鋼管足場

（鋼管足場）

第570条　事業者は、鋼管足場については、次に定める

ところに適合したものでなければ使用してはならない。

　1）足場（脚輪を取り付けた移動式足場を除く。）の

脚部には、足場の滑動又は沈下を防止するため、ベ

ース金具を用い、かつ、敷板、敷角等を用い、根が

らみを設ける等の措置を講ずること。

　2）脚輪を取り付けた移動式足場にあっては、不意に

移動することを防止するため、ブレーキ、歯止め等

で脚輪を確実に固定させ、足場の一部を堅固な建築

物に固定させる等の措置を講ずること。

　3）鋼管の接続部又は交差部は、これに適合した附属

金具を用いて、確実に接続し、又は緊結すること。

　4）筋かいで補強すること。

　5）一側足場、本足場又は張出し足場であるものにあ

っては、次に定めるところにより、壁つなぎ又は控

えを設けること。

 

　　イ  間隔は、次の表の上欄に掲げる鋼管足場の種類

に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる値以下と

すること。

鋼　管　足　場　の　種　類
間隔（単位m）

垂直方向 水平方向

単管足場 5 5.5

わく組足場（高さが五メートル未満
のものを除く。）

9 8

　　ロ  鋼管、丸太等の材料を用いて、堅固なものとす

ること。

　　ハ  引張材と圧縮材とで構成されているものであ

るときは、引張材と圧縮材との間隔は、1m以

内とすること。

　6）架空電路に近接して足場を設けるときは、架空電

路を移設し、架空電路に絶縁用防護具を装着する等架

空電路との接触を防止するための措置を講ずること。

2　前条第 3 項の規定は、前項第 5 号の規定の適用につ

いて、準用する。この場合において、前条第 3 項 中

「第 1 項第 6 号」とあるのは、「第570条第 1 項第 5 号」

と読み替えるものとする。

（鋼管規格に適合する鋼管足場）

第571条　事業者は、単管足場用鋼管規格に適合する鋼

管を用いて構成される鋼管足場については、前条第 1

項に定めるところによるほか、単管足場にあっては第

1 号から第 4 号まで、わく組足場にあっては第 5 号か

ら第 7 号までに定めるところに適合したものでなけれ

ば使用してはならない。

　1）建地の間隔は、けた行方向を1.85m以下、はり間

方向は1.5m以下とすること。

　2）地上第一の布は、2m以下の位置に設けること。

　3）建地の最高部から測って31mを超える部分の建地

は、鋼管を 2 本組とすること。ただし、建地の下端

に作用する設計荷重（足場の重量に相当する荷重に、

作業床の最大積載荷重を加えた荷重をいう。）が当該

建地の最大使用荷重（当該建地の破壊に至る荷重の

1/2以下の荷重をいう。）を超えないときは、この限

りでない。

　4）建地間の積載荷重は、400kgを限度とすること。

　5）最上層及び五層以内ごとに水平材を設けること。

　6）はりわく及び持送りわくは、水平筋かいその他に

よって横振れを防止する措置を講ずること。

　7）高さ20mを超えるとき及び重量物の積載を伴う作

業を行うときは、使用する主わくは、高さ2m以下の
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ものとし、かつ、主わく間の間隔は1.85m以下とす

ること。

2　前項第 1 号又は第 4 号の規定は、作業の必要上これ

らの規定により難い場合において、各支点間を単純ば

りとして計算した最大曲げモーメントの値に関し、事

業者が次条に定める措置を講じたときは、適用しない。

3　第 1 項第 2 号の規定は、作業の必要上同号の規定に

より難い部分がある場合において、2 本組等により当

該部分を補強したときは、適用しない。

（鋼管規格に適合する鋼管以外の鋼管足場）

第572条　事業者は、鋼管規格に適合する鋼管以外の鋼

管を用いて構成される鋼管足場については、第570条第

1 項に定めるところによるほか、各支点間を単純ばり

として計算した最大曲げモーメントの値が、鋼管の断

面係数に、鋼管の材料の降伏強さの値（降伏強さの値

が明らかでないものについては、引張強さの値の1/2の

値）の1.5分の1及び次の表の上欄に掲げる鋼管の肉厚

と外径との比に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる係

数を乗じて得た値（継手のある場合には、この値の

3/4）以下のものでなければ使用してはならない。

鋼管の肉厚と外径との比 係　数

肉厚が外径の14分の1以上 1

肉厚が外径の20分の1以上14分の1未満 0.9

肉厚が外径の31分の1以上20分の1未満 0.8

（鋼管の強度の識別）

第573条　事業者は、外径及び肉厚が同一であり、又は

近似している鋼管で、強度が異なるものを同一事業場

で使用するときは、鋼管の混用による労働者の危険を

防止するため、鋼管に色又は記号を付する等の方法に

より、鋼管の強度を識別することができる措置を講じ

なければならない。

2　前項の措置は、色を付する方法のみによるものであ

ってはならない。

第 5款　つり足場

（つり足場）

第574条　事業者は、つり足場については、次に定める

ところに適合したものでなければ、使用してはならな

い。

　1）つりワイヤロープは、次のいずれかに該当するも

のを使用しないこと。

　　イ  ワイヤロープ一よりの間において素線（フイラ

線を除く。以下この号において同じ。）の数の

10%以上の素線が切断しているもの

　　ロ  直径の減少が公称径の7%を超えるもの

　　ハ キンクしたもの

　　ニ 著しい形崩れ又は腐食があるもの

　2）つり鎖は次のいずれかに該当するものを使用しな

いこと。

　　イ  伸びが、当該つり鎖が製造されたときの長さの

5%を超えるもの

　　ロ  リンクの断面の直径の減少が、当該つり鎖が製

造されたときの当該リンクの断面の直径の

10%を超えるもの

　　ハ 亀裂があるもの

　3）つり鋼線及びつり鋼帯は、著しい損傷、変形又は

腐食のあるものを使用しないこと。

　4）つり繊維索は、次のいずれかに該当するものを使

用しないこと。

　　イ ストランドが切断しているもの

　　ロ 著しい損傷又は腐食があるもの

　5）つりワイヤロープ、つり鎖、つり鋼線、つり鋼帯

又はつり繊維索は、その一端を足場桁、スターラッ

プ等に、他端を突りよう、アンカーボルト、建築物

のはり等にそれぞれ確実に取り付けること。

　6）作業床は、幅を40cm以上とし、かつ、隙間がな

いようにすること。

　7）床材は、転位し、又は脱落しないように、足場桁、

スターラップ等に取り付けること。

　8）足場桁、スターラップ、作業床等に控えを設ける

等動揺又は転位を防止するための措置を講ずること。

　9）棚足場であるものにあっては、桁の接続部及び交

差部は、鉄線、継手金具又は緊結金具を用いて、確

実に接続し、又は緊結すること。

2　前項第 6 号の規定は、作業床の下方又は側方に網又

はシートを設ける等墜落又は物体の落下による労働

者の危険を防止するための措置を講ずるときは、適用

しない。
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（作業禁止）

第575条　事業者は、つり足場の上で脚立、はしご等を

用いて労働者に作業させてはならない。

第11章�作業構台

（材料等）

第575条の2　事業者は、仮設の支柱及び作業床等によ

り構成され、材料若しくは仮設機材の集積又は建設機

械等の設置若しくは移動を目的とする高さが2m以上

の設備で、建設工事に使用するもの（以下「作業構台」

という。）の材料については、著しい損傷、変形又は腐

食のあるものを使用してはならない。

2　事業者は、作業構台に使用する木材については、強

度上の著しい欠点となる割れ、虫食い、節、繊維の傾

斜等がないものでなければ、使用してはならない。

3　事業者は、作業構台に使用する支柱、作業床、はり、

大引き等の主要な部分の鋼材については、日本産業規

格G3101（一般構造用圧延鋼材）、日本産業規格G3106

（溶接構造用圧延鋼材）、日本産業規格G3191（熱間圧

延棒鋼）、日本産業規格G3192（熱間圧延形鋼）、日本

産業規格G3444（一般構造用炭素鋼鋼管）若しくは日

本産業規格G3466（一般構造用角形鋼管）に定める規

格に適合するもの又はこれと同等以上の引張強さ及

びこれに応じた伸びを有するものでなければ、使用し

てはならない。

（構造）

第575条の3　事業者は、作業構台については、著しい

ねじれ、たわみ等が生ずるおそれのない丈夫な構造の

ものでなければ、使用してはならない。

（最大積載荷重）

第575条の4 事業者は、作業構台の構造及び材料に応じ

て、作業床の最大積載荷重を定め、かつ、これを超え

て積載してはならない。

2　事業者は、前項の最大積載荷重を労働者に周知させ

なければならない。

（組立図）

第575条の5　事業者は、作業構台を組み立てるときは、

組立図を作成し、かつ、当該組立図により組み立てな

ければならない。

2　前項の組立図は、支柱、作業床、はり、大引き等の

部材の配置及び寸法が示されているものでなければ

ならない。

（作業構台についての措置）

第575条の6　事業者は、作業構台については、次に定

めるところによらなければならない。

　1）作業構台の支柱は、その滑動又は沈下を防止する

ため、当該作業構台を設置する場所の地質等の状態

に応じた根入れを行い、当該支柱の脚部に根がらみ

を設け、敷板、敷角等を使用する等の措置を講ずる

こと。

　2）支柱、はり、筋かい等の緊結部、接続部又は取付

部は、変位、脱落等が生じないよう緊結金具等で堅

固に固定すること。

　3）高さ2m以上の作業床の床材間の隙間は、3㎝以下

とすること。

　4）高さ2m以上の作業床の端で、墜落により労働者

に危険を及ぼすおそれのある箇所には、手すり等及

び中桟等（それぞれ丈夫な構造の設備であって、た

わみが生ずるおそれがなく、かつ、著しい損傷、変

形又は腐食がないものに限る。）を設けること。

2　前項第 4 号の規定は、作業の性質上手すり等及び中

桟等を設けることが著しく困難な場合又は作業の必

要上臨時に手すり等又は中桟等を取り外す場合にお

いて、次の措置を講じたときは、適用しない。

　1） 要求性能墜落制止用器具を安全に取り付けるた

めの設備等を設け、かつ、労働者に要求性能墜落制

止用器具を使用させる措置又はこれと同等以上の効

果を有する措置を講ずること。

　2）前号の措置を講ずる箇所には、関係労働者以外の

労働者を立ち入らせないこと。

3　事業者は、前項の規定により作業の必要上臨時に手

すり等又は中桟等を取り外したときは、その必要がな

くなった後、直ちにこれらの設備を原状に復さなけれ

ばならない。

4　労働者は、第 2 項の場合において、要求性能墜落制
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止用器具の使用を命じられたときは、これを使用しな

ければならない。

（作業構台の組立て等の作業）

第575条の7　事業者は、作業構台の組立て、解体又は

変更の作業を行うときは、次の措置を講じなければな

らない。

　1）組立て、解体又は変更の時期、範囲及び順序を当

該作業に従事する労働者に周知させること。

　2）組立て、解体又は変更の作業を行う区域内には、

関係労働者以外の労働者の立入りを禁止すること。

　3）強風、大雨、大雪等の悪天候のため、作業の実施

について危険が予想されるときは、当該作業を中止

すること。

　4）材料、器具、工具等を上げ、又は下ろすときは、

つり綱、つり袋等を労働者に使用させること。

（点検）

第575条の8　事業者は、作業構台における作業を行う

ときは、その日の作業を開始する前に、作業を行う箇

所に設けた手すり等及び中桟等の取り外し及び脱落の

有無について点検し、異常を認めたときは、直ちに補

修しなければならない。

2　事業者は、強風、大雨、大雪等の悪天候若しくは中

震以上の地震又は作業構台の組立て、一部解体若しく

は変更の後において、作業構台における作業を行うと

きは、作業を開始する前に、次の事項について、点検

し、異常を認めたときは、直ちに補修しなければなら

ない。

　1）支柱の滑動及び沈下の状態

　2）支柱、はり等の損傷の有無

　3）床材の損傷、取付け及び掛渡しの状態

　4）支柱、はり、筋かい等の緊結部、接続部及び取付

部の緩みの状態

　5）緊結材及び緊結金具の損傷及び腐食の状態

　6）水平つなぎ、筋かい等の補強材の取付状態及び取

り外しの有無

　7）手すり等及び中桟等の取り外し及び脱落の有無

3　事業者は、前項の点検を行つたときは、次の事項を

記録し、作業構台を使用する作業を行う仕事が終了す

るまでの間、これを保存しなければならない。

　1）当該点検の結果

　2） 前号の結果に基づいて補修等の措置を講じた場

合にあっては、当該措置の内容
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事業所案内
本店	 	 〒100-0004　東京都千代田区大手町1-1-3　大手センタービル19・20F
	 営業第一部	 一課・二課・三課	 TEL 03-6774-7424　FAX 03-6699-7182
	 	 		 	 機械鉄鋼課	 TEL 03-6774-7424　FAX 03-6699-7182
	 営業第二部	 設備仮設課・機材課	 TEL 03-6774-7523　FAX 03-6699-7183
	 営業第三部	 工事一課・二課	 TEL 03-6774-7575　FAX 03-6699-7184
	 	 		 	 ハウス課	 TEL 03-6774-8576　FAX 03-6699-7184
	 営業第四部	 内外装工事一課・二課	 TEL 03-6774-7605　FAX 03-6699-7185
	 〈白井管理センター〉
	 	 〒270-1402　千葉県白井市平塚2081（白井第二工業団地内）
	 	 		 	 	 	 TEL 047-497-0691　FAX 047-497-0694
	 〈八潮管理センター〉
	 	 〒340-0807　埼玉県八潮市新町32
	 	 		 	 	 	 TEL 048-936-7189　FAX 048-936-7327
	 〈国府津管理センター〉
	 	 〒256-0812　神奈川県小田原市国府津2842番 2
	 	 		 	 	 	 TEL 0465-20-5006　FAX 0465-20-5009

大阪支店		 〒 530-0005 大阪府大阪市北区中之島6-2-40（中之島インテス20階）
	 営業第一部	 仮設一・二課	 TEL 06-6446-3501　FAX 06-6446-3512
	 	 		 	 営業第二部ハウス課	 TEL 06-6446-3507　FAX 06-6446-3513
	 	 		 	 機械課	 TEL 06-6446-3502　FAX 06-6446-3512
	 〈三田管理センター〉
	 	 〒669-1413　兵庫県三田市下槻瀬字青部758
	 	 		 	 	 	 TEL 0795-69-0991　FAX 0795-69-0998
	 〈美原管理センター〉
	 	 〒587-0042　大阪府堺市美原区木材通3-1-8（（株）竹中工務店西日本機材センター内）
	 	 		 	 	 	 TEL 072-363-4021　FAX 072-363-4022

名古屋支店	 	〒 460-0003　愛知県名古屋市中区錦2-2-13（名古屋センタービル内）
	 	 		 	 	 	 TEL 052-201-3821　FAX 052-203-0438
	 〈佐古木管理センター〉
	 	 〒496-0924　愛知県愛西市善太新田十割下1-1
	 	 		 	 	 	 TEL 0567-33-0825　FAX 0567-33-0821

広島支店		 〒 730-0015　広島県広島市中区橋本町10-10（広島インテス）
	 	 		 	 	 	 TEL 082-222-7511　FAX 082-222-7510
	 〈本郷管理センター〉
	 	 〒729-0419　広島県三原市南方1-3-29
	 	 		 	 	 	 TEL 0848-60-6423　FAX 0848-60-6424

九州支店		 〒 810-0041　福岡県福岡市中央区大名2-8-22（天神偕成ビル内）
	 	 		 	 	 	 TEL 092-712-2891　FAX 092-712-2917
	 〈宗像管理センター〉
	 	 〒811-3422　福岡県宗像市大字王丸字出口426-9
	 	 		 	 	 	 TEL 0940-36-7731　FAX 0940-36-5645

北海道支店	 〒 060-0001　北海道札幌市中央区北一条西5丁目2-9（北一条三井ビルディング）
	 	 		 	 	 	 TEL 011-223-6261　FAX 011-223-6262

東北支店		 〒 980-0803　宮城県仙台市青葉区国分町3-4-33（仙台定禅寺ビル6F）
	 	 		 	 	 	 TEL 022-714-6381　FAX 022-714-6382
	 〈岩沼管理センター〉
	 	 〒989-2421　宮城県岩沼市下野郷字新田116（藤田金属株式会社岩沼ヤード内）
	 	 		 	 	 	 TEL 022-32-6160　FAX 022-325-6165
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